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国立大学等施設の老朽化の現状と課題

施設の老朽化が進行 耐用年数を過ぎたライフライン
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●国立大学法人等施設は、昭和４０年代から５０年代にかけて整備された膨大な施設の更新時期が到来しており、
安全面、機能面、経営面で大きな課題が生じ、対応が急務。

① 安全面の課題（事故の発生率の増加）
・ガス配管や排水管等の腐食、外壁剥落、天井落下、空調停止などの事故発生

② 機能面の課題（教育研究の進展や変化への対応が困難）
・電気容量、気密性不足等による施設機能の陳腐化、建物形状による用途変更の制約
・イノベーションを導くオープンラボ、学修意欲を促進するラーニング・コモンズ等のスペースの確保が困難
・教育研究機能の低下による国際競争力、信頼性の低下

③ 経営面の課題（基盤的経費を圧迫）
・老朽化した設備等による光熱水などのエネルギーロスや維持管理経費の増加
・頻繁に必要となる修繕への対応など、大学の財政負担が増加

３つの
課題

●経年25年以上の改修を要する施設は、全国で862万㎡（全保有面積の30.5％）で、老朽改善整備に著しい遅れが発生。

国立大学等施設の老朽化の現状と課題 資料１
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多様な学習形態に合わせた開放的な空間

多様な教育活動や人材育成への対応
（アクティブラーニング、グローバル人材育成）

多様な人が集まり、交流が生まれる空間

最先端の研究活動や共同研究への対応
（イノベーション創出、共同研究スペース）

共同研究や施設・設備の共用に対応できるフ
レキシブルなオープンラボ

大学の戦略上重要な研究プロジェクト等に機
動的に対応できるスペース

実践的な教育研究活動に対応できるフレキ
シブルな実習スペース

安全性低下による事故発生リスクの減少
（老朽改修、ライフラインの更新）

外壁落下等の重大事故を防止

ライフラインの更新により、停電による研究成果の
消失や配管破損による危険物の流出を防止

耐震化による安全性の向上自然・自発的に多文化交流できる空間

リノベーション（老朽改善）による機能強化
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（単位：億円）
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当初予算額(一般会計・施設整備費補助金)

補正予算額等（一般会計・施設整備費補助金）

当初予算額（財政融資資金）

当初予算額（復興特会・施設整備費補助金）

補正予算額（復興特会・施設整備費補助金)

938

1,108

国立大学法人等施設整備５か年計画

科学技術基本計画
第１期 第３期第２期 第４期 第５期

第１次 第２次 第３次 第４次

739

法人化以降 予算が減少

国立大学法人等施設整備費予算額の推移

※第４次国立大学法人等施設整備５か年計画
所要経費：１兆3,000億円（2,600億円/年）

←過去最低
の水準
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  国立大学等施設の整備   

 

◆予算額（国立大学法人等施設整備費） 

平成２９年度予算額 ４０，９７９百万円（前年度 ４１，８００百万円） 

他に 、復興特別会計（復興庁一括計上）１，０５２百万円（７７３百万円） 

他に 、財政融資資金 ３１，９１１百万円（前年度３７，７６３百万円） 

 

【平成２８年度第２次補正予算額 １８，５０４百万円】 
 

 

◆内  容  

「第４次国立大学法人等施設整備５か年計画（平成 28 年 3 月 29 日文部科学大臣決定）」

を踏まえ、老朽施設の改善整備を中心とした、安全・安心な教育研究環境の基盤の整備や

国立大学等の機能強化等変化への対応など、計画的・重点的な施設整備を推進する。 

【国立大学法人等施設整備事業】 
 

◆安全・安心な教育研究環境の基盤の整備 

 ・施設の耐震化及び老朽化対策（非構造部材の耐震対策を含む） 

 ・基幹設備の更新等 （機能劣化の著しいライフラインの改善） 

◆国立大学等の機能強化等変化への対応 

 ・高度化・多様化する教育研究活動への対応（先端的な研究施設の整備等を含む） 

 ・附属病院の再開発整備 （地域医療・先端医療等の拠点） 

 

 

◆実施事業数  

 
＜一般会計＞ 
   ○新規事業    １３４事業 
     
     
 

○継続事業等     ７６事業   
 
 
 

＜復興特別会計＞（復興庁一括計上） 
 ○継続事業       １事業 
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平成２９年度予算の編成過程

新
規
事
業

継
続
事
業
等

※１ 要求候補事業は、学識経験者により構成される検討会において、各法人の取組、個別事業の必要性・緊急性等について適正に評価
（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃの４段階評価）した結果、Ｓと判断された事業。ただし、耐震化事業については、Ａと判断された事業も含む。

※２ 29概算要求事業のうち2件（平成25年度に検討会においてＳと判断されたPFI事業及び災害復旧事業）は、大学からの要求事業
1,164件の外数｡

※３ 東日本大震災復興特別会計(復興庁一括計上)の1件（11億円）は除く。

33億円

補助金 一般事業（教育研究施設）

財政融資資金 病院事業（診療施設）

大学からの要求事業
（大学等→文科省）

233億円

286億円

3,497億円

107億円

4,123億円

１，１６４件

要求候補事業

1,180億円

74億円

233億円

286億円

1,773億円

５３５件

177億円
33億円

233億円

286億円

729億円

２１０件

29当初予算
（3月27日予算成立）

29概算要求事業
（8月末提出）

737億円

233億円

286億円

1,289億円

４２５件

33億円
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